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１．決算収支の状況 （千円）

２．健全化判断比率 （％） ３．有形固定資産減価償却率(％)
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６．公営事業の状況（令和元年度）

人

3

介護施設
（非適） - - -

市 場 - - -職 員 数
人

2

駐車場 - - -
被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

円

480,551

観光その他 - - -
被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

円

99,529

宅地造成 - - -
１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

円

159,644

集落排水 3,481 40,612 1被保険者数
人

職 員 数
人

1,604 -

職 　員 　数
人 公　　共

下 水 道 45,861 105,552 2
5加入世帯数

世帯

収 支
千円

被保険者数
人

1,000 - 1,342

収 　　 　支
千円

簡易水道 - - -
21,752収 支

千円 うち 千円

職 　員 　数
人

33,260 施 設 整 備 費 - 1

-
保 険 給 付 費 527,363 医 業 費 - 広域連合納付金 94,790 保険給付費 782,249

千円 うち 千円 介護施設
（法適） - -

うち 千円 うち 千円 うち

- - -
770,804 - 101,036 865,186

繰　 入 　金 123,994
- - -

千円

歳 出
千円

歳 出
千円

歳 出
千円

歳　　　　出
千円

病 院繰 入 金 65,440 繰 入 金 - 繰 入 金 27,767

ガ ス

うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの

職員数
（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）

歳 入
千円

歳 入
千円

歳 入
千円

73,936歳 　　　入
千円

上水道
千円 千円

804,064 - 102,173 886,938 48,880

99.3 計

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

介護保険事業会計
事業名 収支額

普通会計か
らの繰入金

議　員 18.4.1 185 計 99.4 計

市
町
村
民
税

現年分

38.3 ##
滞繰分

99.8 99.8

副議長 18.4.1 214
合　計 103 33,733 328

％ 固
定
資
産
税

現年分
％ 合

計

現年分

54.3 滞繰分 40.1 滞繰分

- - 0 徴

収

率

▲1.1 1,944,645 48,850

議　長 18.4.1 292 臨時職員 - -

216 40.3 ## 合　　　　計 1,943,082 100.0教育長 18.4.1 573 技能労務職員 7 1,510

旧法による税 - - - -

-

消防職員 - - - -

264 36.0
都　市
計画税 - - -副市町長 18.4.1

- - - -

617 教育公務員 5 1,320

718 91 30,903 340 38.3 -市町長 18.4.1
千円

一般職員
人 千円 千円 歳 事業所

税目的税

入湯税

法定外普通税 - - - -

48,850

区　分
改定実施
年月日

報酬
月額

区　分 職員数
令和2年4月
分給料総額

１人当り
平　　均
給料月額

平均
年令

特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 1,943,082 ▲1.1 1,944,645

- - - -

特　別
土　地
保有税

保有分 - - - -

23.9 1,028 -

取得分 - - - -

▲0.1 55,876 -地 方 債 現 在 高 5,279,779 債務負担行為額 519,859 た ば こ 税 50,791

皆増 355 -

土地開発基金現在高 566,645 鉱 産 税 1,274

-

29,104 -

在高 その他特定目的基金 596,933 地方債現在高比率 174.8
環境

性能割 561

金現 減 債 基 金 50,302 積立金現在高比率 57.1 軽自動
車　税

～Ｒ1
.9.30 28,960 2.0

積立 財政調整基金 1,076,687 交付金 715 0.0 716

固定資
産  税

純固定
資産税

1,084,985 ▲0.8 1,074,200

構成
比

増減率
基準
税額

443,735 ▲4.6 454,092 48,850

財政力指数 H29.H30.R1
3カ年平均 0.712 -

基 準 財 政 需 要 額 2,355,446 法人分

×
100
75

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額

332,061 1.9 329,274 -

標 準 財 政 規 模 3,020,632 実 質 収 支 比 率 9.0
税　　目 収入済額

うち臨時財政対策債
発行可能額 164,900 経 常 収 支 比 率 89.7

基 準 財 政 収 入 額 1,681,441 減収補塡債特例分・臨財債を経

常 一 般 財 源 か ら 除 い た 率 94.8 市町村
民  税

個人分

-

平成30年度 - - 7.2 74.7 H31.3.31 48.1

令和元年度 - - 7.9 7.3 7.9 7.7 60.6 R2.3.31

▲26,052 101,011 - - 74,959

年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

将来負担比率

平成28年度 4,912,033 4,695,105 216,928 7,968 208,960

時点
一般会計等
財務書類H29．H30．R1単年度 ３カ年平均

181,128 ▲27,832 27,656 187,936 100,000 87,760

93,680 59,738 - - 153,418274,808

平成29年度 5,260,509 5,065,750 194,759 13,631

平成30年度 5,458,587 5,161,985 296,602 21,794

272,843 ▲1,965 111,686 29,452 - 139,173

単年度収支 積 立 金 繰上償還金
積　立　金
取  崩  額

実質単年度
収　　　支

実質収支

令和元年度 4,889,204 4,612,582 276,622 3,779

年  度 歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰越
す べ き 財 源

4.8% 37.8% 56.9%

住民
登録

R2.1.1 7,621人 中部都市開発区域、辺地を有する市町村、振興山村を
有する市町村、特定農山村地域を有する市町村

27年
国調

168人

区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

27年 7,355人 - 135.77k㎡ 54人

就業
人口

22年
国調

163人 1,332人 1,965人

増加率 ▲5.2％ 特　定　地　域　等　の　状　況 4.7% 38.2% 56.3%

1,334人 2,011人

H31.1.1 7,553人

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積
(R1.10.1現在)

人口密度

国勢
調査

22年 7,761人 -

市町名 多賀町 市町コード 254436 市町類型 Ⅱ－１



８.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

1,965,314 36.0 4.2 1,943,082 39.7 ▲1.1 1,943,082

42,971 0.8 1.3 52,754 1.1 22.8 52,754

- - - 9,487 0.2 皆増 9,487

1,677 0.0 1.4 883 0.0 ▲47.3 883

3,296 0.1 ▲17.8 3,902 0.1 18.4 3,902

3,025 0.1 ▲37.7 2,669 0.1 ▲11.8 2,669

163,839 3.0 10.7 154,174 3.2 ▲5.9 154,174

- - - - - - -

- - - - - - -

17,377 0.3 10.6 10,014 0.2 ▲42.4 10,014

- - - 2,525 0.1 皆増 2,525

7,533 0.1 18.6 44,630 0.9 492.5 44,630

- - - 34,028 0.7 皆増 34,028

893,961 16.4 9.2 864,135 17.7 ▲3.3 864,135

1,018 0.0 ▲1.2 1,028 0.0 1.0 1,028

3,100,011 56.8 5.9 3,079,796 63.0 ▲0.7 3,079,796

14,978 0.3 16.4 8,291 0.2 ▲44.6 -

76,930 1.4 12.6 57,131 1.2 ▲25.7 2,014

706,614 12.9 60.8 400,769 8.2 ▲43.3 -

- - - - - - -

297,334 5.4 19.6 314,827 6.4 5.9 -

7,897 0.1 21.2 3,703 0.1 ▲53.1 1,854

1,360 0.0 ▲27.9 3,142 0.1 131.0 -

606,416 11.1 16.9 173,122 3.5 ▲71.5 29,452

194,759 3.6 ▲10.2 296,602 6.1 52.3 275,630

96,532 1.8 3.1 118,121 2.4 22.4 21,998

355,756 6.5 ▲51.0 433,700 8.9 21.9 164,900

- - - - - - -

217,856 4.0 13.9 164,900 3.4 ▲24.3 164,900

(ｱ) 5,458,587 100.0 3.8 4,889,204 100.0 ▲10.4 3,575,644 (ｷ)

(ｲ) 811,118 15.7 ▲0.3 763,949 16.6 ▲5.8 677,267 18.9

362,094 7.0 ▲0.7 372,265 8.1 2.8 94,273 2.6

443,463 8.6 ▲31.1 494,695 10.7 11.6 494,695 13.8

443,463 8.6 ▲31.0 494,695 10.7 11.6 494,695 13.8

- - 皆減 - - - - -

1,616,675 31.3 ▲11.3 1,630,909 35.4 0.9 1,266,235 35.4 (ｸ)

861,300 16.7 0.0 899,028 19.5 4.4 759,706 21.2

34,849 0.7 221.2 36,097 0.8 3.6 36,097 1.0

658,235 12.8 0.9 665,120 14.4 1.0 587,412 16.4

124,450 2.4 3.9 135,996 2.9 9.3 126,624 3.5

1,554,384 30.1 2.0 1,600,245 34.7 3.0 1,383,215 38.7 (ｹ)

451,544 8.7 ▲5.4 464,205 10.1 2.8 408,502 11.4 (ｺ)

114 0.0 ▲54.4 162 0.0 42.1 - - (ｻ)

(ｼ)

3,741,880 72.5 ▲4.8 3,850,362 83.5 2.9 3,208,954 89.7

1,350,889 26.2 19.9 738,184 16.0 ▲45.4 89,434 2.5

1,134,844 22.0 99.7 380,563 8.3 ▲66.5 13,781 0.4

193,832 3.8 ▲64.8 258,004 5.6 33.1 63,836 1.8

22,213 0.4 189.0 80,119 1.7 260.7 6,919 0.2

- - - 19,498 0.4 皆増 4,898 0.1

- - - - - - - -

69,216 1.3 609.9 24,036 0.5 ▲65.3 634 0.0

- - - - - - - -

1,420,105 27.5 25.0 762,220 16.5 ▲46.3 90,068 2.5 (ｴ)

5,161,985 100.0 1.9 4,612,582 100.0 ▲10.6 3,299,022 92.3
34.1

12.1

35.5
歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 296,602 52.3 276,622 ▲6.7 276,622

16.7 ▲5.8 683,309 19.1 国･県支出金

地   方   債
7.7 税        等

うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 817,068 15.8 ▲0.3 769,991

計 (ｵ) 計 6,042

歳出合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ )
普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

災 害 復 旧 災害復旧 -

失 業 対 策 失業対策 -

受 託 事 業 うち単独 6,042

投

資

的

経

費

普 通 建 設 150,746

内
　
　
　
訳

補 助 経常収支比率 89.7%

単 独
事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

国直轄・
県営事業負担金

計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)

普通建設 6,042

同級団体負担金 うち補助 -

29.9 151,002 4.2 経常一般財源充当額
(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

前年度繰上充用金 - - - -

積 立 金 119,163 2.3 11.8 154,841 3.4

- - - - 2,740,018

繰 出 金 363,320 12.6

投資･出資･貸付金 - -

う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の 123,353 4.3

（小　　　計） 1,143,439 39.6

維 持 補 修 費 36,097 1.2

補 助 費 等 446,113 15.4

（小　　　計） 1,233,259 42.7

物 件 費 661,229 22.9

公 債 費 465,243 16.1

内

訳

元 利 償 還 金 465,243 16.1

一 時 借 入 利 子 - -

歳入合計 2,890,764

人 件 費 673,743 23.3

扶 助 費 94,273 3.3

地 方 債 -

うち減収補塡債特例分 -

うち臨時財政対策債 -

繰 越 金 -

諸 収 入 395

県 支 出 金 -

財 産 収 入 1,032

寄 附 金 -

国 有 提 供 交 付 金 -

交通安全対策交付金 1,028

小　　　　　計 2,887,323

分 担 金 ･ 負 担 金 -

繰 入 金 -

特別地方消費税交付金 -

自動車取得税交付金 10,014

環 境 性 能 割 交 付 金 2,525

使 用 料 ･ 手 数 料 2,014

国 庫 支 出 金 -

市 町 村 税 1,943,082

地 方 譲 与 税

株式等譲渡所得割交付金 2,669

地方消費税交付金 154,174

ゴルフ場利用税交付金 -

52,754

う ち 森 林 環 境 譲 与 税 9,487

利 子 割 交 付 金 883

配 当 割 交 付 金 3,902

地方特例交付金等 44,630
うち子ども・子育て支援
臨 時 交 付 金 34,028

地 方 交 付 税 671,662

Ⅱ－１ 多賀町

(千円･%)

区　　  分

平 成 30 年 度 令　　和　　元　　年　　度

決 算 額
構成
比

決 算 額
構成
比

一般財源
充当
率

う ち 経 常
一 般 財 源

経常一
般財源
充当率対前

年度


